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（東京高判平成 30 年 10 月 17 日金判 1557 号 42 頁）
－311 （     ）－
一人株主の意思決定に強い影響力を有する取締役への
招集通知を欠いた取締役会決議の効力




り，株式会社 A（以下 ｢A社｣ とする。）の完全子会社であった。平成 27 年




の妻を一人株主と事実認定している。）。平成 27 年 8 月 26 日当時の A社の取
締役は，X，Z1（代表取締役・補助参加人），及び Dの 3名であった。
平成 27 年 8 月 26 日，Y 社の臨時株主総会が開催され，一人株主である A
社の議決権行使により，取締役である Xを解任し，Z2 が後任として選任された。
さらに同日，A社の取締役会が開催され，同社が保有する Y社の全株式を Z2
に 1000 万円で譲渡する旨の決議がなされた。しかし，この取締役会には Z1 及
び Dのみが出席し，Xは欠席していた。
平成 27 年 8 月 27 日，A社において，Bを一人株主として臨時株主総会が開
催され，Z1 及び Dを取締役から解任した。さらに同日，Y社において，A社
を一人株主として臨時株主総会が開催され，Z1 及び Z2 を取締役から解任し，
その後任として X及び Eを選任した。
Xは，Z1 及び Z2 が Y社の取締役あるいは代表取締役の地位を失ったとして，
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－312 （     ）－




約は無効であり，平成 27 年 8 月 28 日当日の Y社の株主は Z2 ではなく，A社
である。よって，平成 27 年 8 月 27 日の Y社の臨時株主総会での Z1 及び Z2 を
取締役から解任した決議は有効である，と主張した。これに対し，Z1 及び Z2
は，平成 27 年 8 月 26 日の A社の取締役会における決議は，Xが出席しても
なお決議の結果に影響を及ぼさないと認めるべき特段の事情があるため有効で
あり，平成 27 年 8 月 28 日当日の Y社の株主は A社ではなく，Z2 であるから，
A社を株主とした臨時株主総会決議は不存在である旨主張した。
















－313 （     ）－
欠くことは，複数の取締役による熟慮合議というプロセスを怠るという意味に
おいて，会社及び総株主に対する善管注意義務のうちの基本的な義務の違反を
























る。A社は，株主（後記のとおり平成 27 年 8 月 26 日の本件 A社取締役会決
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－315 （     ）－
〔研究〕
Ⅰ　本件事件の意義
取締役会は，すべての取締役によって組織されており（会社法 362 条 1 項），
取締役会設置会社においては業務執行の決定とともに，取締役（指名委員会等
設置会社では執行役等）による職務執行に対する監督等の役割をも担っている
（同法 362 条 2 項，399 条の 13 第 1 項，416 条 1 項）。取締役会では，個人的な
信頼に基づいて選任された取締役が意見交換や協議を通して，取締役としての
知識と経験を集結し，会社の業務執行にあたることになる（3）。

















和 44 年 12 月 2 日において，最高裁は，「取締役会の開催にあたり，取締役の
315

















②東京高判昭和 49 年 9 月 30 日（9） 
招集通知を欠いた 1名の取締役は既に辞表を提出しており，取締役としての
職務を執っていなかったという場合。
③高松地判昭和 55 年 4 月 24 日（10） 
取締役会が圧倒的多数派と少数派とに分かれて対立していた状況の下，取締







－317 （     ）－






⑤東京地判昭和 56 年 9 月 22 日（12） 






















































































限株式の譲渡承認（会社法 139 条 1 項），競業取引・利益相反取引の承認（同
法 356 条 1 項，365 条 1 項），会社に対する責任の一部免除（同法 426 条 1 項），
監査役設置会社以外の会社における会社・取締役間の訴訟での会社代表者の選
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－328 （     ）－
役以外の多くの事案にも及び得るとする。
（53）岡田・前掲注（19）85頁。
（54）判時1593号105頁，金判1024号41頁。なお，中村信男「本件判批」金判1595号6頁以下
では，東京地判平成29年4月13日との比較により，分析がなされている。
（55）岡田・前掲注（19）85頁。
（56）松尾健一「本件判批」法教464号120頁。
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